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は じ め に
公文書等の管理に関する法律(以 下 「公文書管理法」 という。)が2011
(平成23)年4月1日 に全面施行 されてから3年近 くが経過 した。同法の
施行 により,現 用文書たる行政機関(同 法2条1項)・ 独立行政法人等
(同条2項)の 管理する文書は,そ れぞれ,「行政文書」(同条4項)・「法
人文書」(同条5項)と して,非 現用文書たる国立公文書館等(同 条3項)
の管理する文書は 「特定歴史公文書等」(同条7項)と して,「法律」によ
くの
り管理 されることとなった。
同法が施行されるまで,公 文書等の管理は,行 政機関の保有する情報の
公開に関する法律(以 下 「行政機関情報公開法」 という。),独立行政法人
等の保有する情報の公開に関する法律(以 下 「独立行政法人等情報公開法」
という。),公文書館法,国立公文書館法を根拠としてなされてきたが,様 々
く　ラ
な問題点 を抱 えるものであった。公文書等 を法律により管理 し,従来存在
していた問題点を解決するための制度を整備 したという意味で,公 文書管
理法が制定された意義 は大 きいと評価することができる。
ところで,公 文書管理法は,行 政文書 ・法人文書 ・特定歴史公文書等か
らなる 「公文書等」(同法2条8項)の 管理につき定めるものであるが,
この管理は,行 政機関 ・独立行政法人等 ・国立公文書館等においてなされ
るものである。そのため,同 法によって規律 されるのは,基 本的に行政機
関 ・独立行政法人等 ・国立公文書館等(そ の長,役 員,職 員を含む。)で
ある。その意味では,公 文書管理法は,一般の法律のように国民に対 して
義務を課するものではない。むしろ,行政庁,内 閣,行 政機関という行政
に法律上の義務を課す,行 政手続法 と類似する側面を持つともいえよう。
行政手続法が,上 述の組織に法律上の義務 を課することにより,行政運営
における公正の確保 と透明性の向上を図り,も って国民の権利利益の保護
に資すること(同法1条1項)を 目的 としているのと同じように,公 文書
管理法は,上 述の組織に法律上の義務 を課す ることにより,「行政が適正
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かつ効率的に運営 されるようにするとともに,国及び独立行政法人等の有
するその諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全うされるように
すること」(同法1条)を 究極の目的としている。公文書等が,「健全な民
主主義の根幹 を支える国民共有の知的資源」(同条)で あることにかんが
みれば,公 文書管理法 により上述の組織に課 された法律上の義務が適切に
履行されることの重要性 は,多 言を要 しないであろう。
もっとも,公文書管理法を子細 に検討すると,同法 により規律 される,
①組織の定め方(国 立公文書館等),②現用文書の定め方(行 政文書 ・法
人文書),③他の法令 との関係,④ 移管 ・廃棄対象文書の決定(評 価 ・選
別)な どについて,い くつかの疑問が生 じて くる。そこで本稿では,同 法
の解釈上,実 務上問題 となり得る(あ るいは,既 になっている)事 項を指
摘 し,その改善策を探 ることにしたい。
二 公文書管理法の問題点
1組 織の定め方(国 立公文書館等)
(1)国立公文書館等の種類 と機能
「公文書等の管理 に関する法律」 という法律名が示す通 り,同法は 「公
文書等」の管理について定めるものである。「公文書等」は,① 行政文書,
②法人文書,③ 特定歴史公文書等の3種 類の文書からなっている(同 法2
条8項)。 この うち③特定歴史公文書等は,以 下の4種 類の文書から構成
されている。
a.行政文書ファイル等(相 互に密接な関連を有する行政文書の集合物
の　
及び単独で管理 されている行政文書)の うち,国 立公文書館等 に移管
された歴史公文書等(同 法2条7項1号,8条1項)
b.法 人文書ファイル等(相 互に密接な関連を有する法人文書の集合物
く　　
及び単独で管理 されている法人文書)の うち,国 立公文書館等 に移管
された歴史公文書等(同 法2条7項2号,ll条4項)
c.行政機関を除 く国の機関から内閣総理大臣を経由 して独立行政法人
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国立公文書館の設置する公文書館に移管 された歴史公文書等(同 法2
条7項3号,14条4項)
d.法人その他の団体(国 及び独立行政法人等を除 く。)から国立公文
書館等 に寄贈 ・寄託された歴史公文書等(同 法2条7項4号)
ここにい う 「歴史公文書等」 とは,公 文書管理法2条6項 において,
「歴史資料 として重要な公文書その他の文書 をい う」 と定義されている。
この定義は,当 該文書の作成者 ・所有者 を問わず,ま た当該文書が現用で
あるか非現用であるかも問わない。 したがって,行 政文書ファイル等であ
れ,法 人文書ファイル等であれ,行 政機関を除 く国の機関の文書であれ,
私人 ・地方公共団体の文書であれ,あ らゆる文書が 「歴史資料 として重要」
であれば,歴 史公文書等 に該当する。
また,こ こにい う 「国立公文書館等」は,機 関ではな く施設を意味する
くら　
と解 されてお り,公文書管理法2条3項 によって,「独立行政法人国立公
文書館(以 下 「国立公文書館」 という。)の設置する公文書館」(1号。以
下,本 稿においても 「国立公文書館」 という。)と,「行政機関の施設及び
独立行政法人等の施設であって,前 号に掲げる施設に類する機能を有する
ものとして政令で定めるもの」(2号)の,2種 類が定め られている。後
者は,行政機関の施設としての国立公文書館等(以 下 「行政機関公文書館」
とい う。)と,独立行政法人等 の施設 としての国立公文書館等(以 下 「独
くの
立行政法人等公文書館」 という。)の2つに分類することができる。
以上から,歴史公文書等のうち,国 立公文書館等,す なわち,国 立公文
書館,行 政機関公文書館,独 立行政法人等公文書館の管理下に置かれた文
書のみが特定歴史公文書等であるとい うことになる。特定歴史公文書等は,
原則 として 「永久に保存」 され(公 文書管理法15条1項),同法16条1項
が定める利用請求権の対象 となる。また,国 立公文書館等でなければ,行
政文書,法 人文書の移管を受けることはできず,国 立公文書館等に移管さ
れない行政文書,法 人文書は廃棄されることになる(同 法8条1項,ll条
4項)。そのため,い かなる施設が国立公文書館等 となるかは,「国及び独
立行政法人等の有するその諸活動 を……中略……将来の国民に説明する責
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務」(同法1条)が 全 うで きるか否かを左右する,重 要な事項であるとい
える。
この国立公文書館等のうち,独 立行政法人国立公文書館が設置する公文
書館(国 立公文書館)に ついては,そ の範囲が明確であるため特に問題 と
くの
ならないであろう。 これに対 して,行 政機関公文書館及び独立行政法人等
公文書館については,政 令で定められる必要がある(公 文書管理法2条3
項2号)。同号 による政令での定めを受け,行 政機関公文書館 となった施
設としては,宮 内庁書陵部図書課宮内公文書館(公 文書管理法施行令2条
1項1号 に基づ く宮内庁長官の指定による。以下 「宮内公文書館」という。),
外務省大臣官房総務課外交史料館(同 項2号 に基づ く外務大臣の指定によ
る。以下 「外交史料館」 という。)がある。また,「独立行政法人等の施設
であって,法 第15条から第27条までの規定 による特定歴史公文書等の適切
な管理を行 うために必要な設備及び体制が整備されていることにより法第
2条第3項 第1号 に掲げる施設に類する機能を有するものとして内閣総理
大臣が指定 した もの」(公文書管理法施行令2条1項3号),す なわち独立
行政法人等公文書館 となった施設としては,東 北大学学術資源研究公開セ
ンター史料館公文書室,名 古屋大学大学文書資料室,京 都大学大学文書館,
大阪大学アーカイブズ,神 戸大学附属図書館大学文書史料室,広 島大学文
書館,九 州大学大学文書館,日 本銀行金融研究所アーカイブの8施 設があ
(s)
る。
独立行政法人等公文書館の指定 を内閣総理大 臣によらしめているのは,
「独立行政法人等の業務の性格,内 容が多岐にわたることを踏まえ,行 政
機関の場合 よりも柔軟 な対応が可能 となるよう」にとの考え方に基づ くも
のであり,指定に当たっては 「施設の機能や体制,書 庫のスペ ック等を踏
ゆ　
まえ,総 合 的 に判 断す るこ とにな る」 とされてい る。
(2)内閣総理大臣の指定 を巡 る諸問題
現在,公文書管理法の適用を受ける独立行政法人等には,独立行政法人:
100法人,国 立大学法人:86法人,大 学共同利用機関法人:4法 人,特 殊
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法人:9法 人,認 可法人:4法 人,そ の他 の法人:1法 人の,計204法人
く　　
がある。先 に述べたように,独 立行政法人等公文書館は8施 設(8法 人)
しかないため,196法人には保存期間が満了 した法人文書を移管すべ き施
設がないことになる。 もっとも,法人文書の移管先は,「国立公文書館等」
であればよく,当該独立行政法人等が設置 した国立公文書館等に限定され
てはいないため(公 文書管理法ll条4項),理論的には,独 立行政法人国
立公文書館が設置する公文書館(国 立公文書館)に 移管することが可能で
くユつ
あ る。 しか しなが ら,国 立公文書館 は,職 員 数47人(2012(平成24)年度
末定員),書 架延長約72Km(本 館 ・つ くば分館合計),延 床 面積約23,000
く　　ラ
m2(本館 ・つ くば分館合計)と いうコンパク トな組織である。そのため,
法人文書の移管を受ける余力があるとは考えられない。
現に,2010(平成22)年10月19日に開催 された文部科学省による公文書
管理法等に関する説明会では,文 部科学省及び内閣府公文書管理課と,国
立大学法人 ・大学共同利用機関法人 との問で交わされた質疑応答において,
「今回 『国立公文書館等』の指定を受けられなかった場合,残 したい文書
はどうすればよいか」 という自然科学研究機構核融合科学研究所の質問に
対 して,「保存期間で対応 して欲 しい。国立公文書館への移管は,基 本的
に行政文書が中心で,独 法については 『極めて重要なもの』に限定するの
で,極 めて少ない と認識 している」(傍点は筆者 による。)との回答がなさ
くユヨ　
れたという,広 島大学文書館公文書室主任 ・村上淳子氏の報告がある。こ
こでいわれている 「保存期間で対応 して欲 しい」 とは,保 存期間を延長す
ることにより廃棄 しない方向で対応 して欲 しいという意味であろう。
公文書管理法上,法 人文書の保存期間延長について直接定める条文は存
在 しない。もっとも,独立行政法人等が法人文書を管理するにあたっては,
同法4条 から6条 までの規定に 「準 じて」適正に管理することが要求され
ている(同 法ll条1項)。そして,同 法5条4項 は,行 政文書の保存期間
及び保存期間の満了する日を,政 令で定めるところにより延長することが
できる旨定めている。公文書管理法施行前,行 政文書の保存期間の延長に
ついては,基 本的には行政機関の長の裁量 に完全に委ねられていたが,公
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文書管理法 は これを政令(同 法施 行令9条)に よ り規律 す るこ とと して い
く　　ラ
るのである。保存期間の延長を法律 ・政令 により規律 したのは,国 立公文
書館等に移管すべ き文書が不合理に長期にわた り現用文書扱いされること
くユの
が,当 該文書の紛失,破 損 ・汚損 を招 きかねないためであると考えられる。
このような事態は,行 政文書のみならず法人文書についても懸念 されるも
のであるため,法 人文書の保存期間の延長 についての判断は,公 文書管理
法5条4項 及び同法施行令9条 の規定に 「準 じて」(同法ll条1項),適正
になされるべき筋合いのものである。
先に述べたように,公 文書管理法上,国 立公文書館等 に移管 されない法
人文書は廃棄される。その唯一の例外が保存期 間の延長であるが,業 務上
の必要性 という積極的理由ではな く,移管先が無いという消極的理由に基
づ く延長の場合,当 該法人文書の管理に対する役員 ・職員の意識は低下せ
ロ　ラ
ざるを得ず,そ の紛失,破 損 ・汚損が懸念 される。
法人文書の国立公文書館への移管を 「極めて重要なもの」に限定すると
いう,2010(平成22)年10月19日説明会での回答は,現 実の ものになって
いる。すなわち,2011(平成23)年度に保存期間が満了 した(当 初満了予
定であったが保存期間を延長 したものを含む。)法人文書ファイル等は,
969,678ファイルあったが,そ のうち国立公文書館に移管 されたのは僅か
くユの
9ファイルにとどまっているのである。
独立行政法人等公文書館の存在は,不 合理 な保存期間の延長を避け,歴
史資料 として重要な法人文書を確実に残 し,将来の国民に対する説明責務
を果たす(公 文書管理法1条)上 で必要不可欠なものであるといえよう。
しか し,先 に指摘 したとお り,196法人には独立行政法人等公文書館が存
在せず,国 立公文書館等 に移管することが基本的にできない状態にある。
では,なぜ このような事態が生 じて しまったのか。結論から述べるならば,
その原因は,独 立行政法人等公文書館になるために要求される内閣総理大
臣の指定(公 文書管理法施行令2条1項3号)を 受けるためのハー ドルが,
非常に高 く設定されたことにあると考えられる。
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(3)特定歴史公文書等の保存,利 用及び廃棄に関するガイ ドラインの
問題点
「特定歴史公文書等の保存,利 用及び廃棄 に関するガイ ドライン」(以
下 「特定歴史公文書等ガイ ドライン」 とい う。)は,2011(平成23)年4
月1日 内閣総理大臣決定として定め られ,翌2012(平成24)年の3度 の一
部改正を経て現在に至 っている。
公文書管理法27条1項は,国 立公文書館等の長に 「特定歴史公文書等の
保存,利 用及び廃棄 に関する定め(以 下 「利用等規則」 という。)」を設け
ることを義務づけている。この利用等規則 に記載すべ き事項は,同 条2項
に列記 されている。そして,利用等規則 を定めるに当たって,国 立公文書
館等の長には,あ らかじめ,内 閣総理大臣に協議 し,その同意を得 ること
が義務づけられている(同 条3項)。そのため,独 立行政法人国立公文書
館が設置する公文書館(国 立公文書館),行政機関の施設 としての公文書
館(行 政機関公文書館)の みならず,国 からは独立の法人格を有 している
独立行政法人等の施設である独立行政法人等公文書館であっても,利用等
規則について内閣総理大臣の同意を得なければならない。逆にいえば,利
用等規則について内閣総理大臣の同意を得 られない限 り,公文書管理法上
の 「国立公文書館等」 となることがで きないとい うことになる。
特定歴史公文書等ガイ ドラインは,国 立公文書館等の長が利用等規則案
く　ラ
を作成するに当たり参考 とするために,内 閣府が示 したものであ り,公文
書管理法上の根拠を持つものではないが,事 実上は,内 閣総理大臣による
利用等規則の同意基準(同 法27条3項)としての機能,ひ いては,内 閣総
理大臣による国立公文書館等の指定基準(同 法2条3項2号,同 法施行令
2条1項3号)と しての機能を有 しているといえる。内閣総理大臣の同意 ・
指定は,特 定の施設 に公文書管理法上の国立公文書館等としての地位 を賦
与する行為であるため,そ の法的地位に直接的な影響 を与えているといえ
る。当該行為は,行 政機関に属する宮内公文書館,外 交史料館 との関係で
は,「行政機関相互間の行為」(最一小判1959(昭和34)年1月29日民集13
巻1号32頁)と位置付けることがで きようが,国 とは異なる法人格 を有す
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る独立行政法人等 との関係では処分類似の効力を有すると解する余地があ
ろう。すると,特定歴史公文書等 ガイ ドラインは,行 政手続法2条8号 ロ,
同法5条 の定める審査基準に類するとも考えられる。
このような機能を有する特定歴史公文書等 ガイ ドラインについては,公
文書管理法施行前から歴史公文書等の保存 ・利用に当たってきた施設の職
員か ら,様々な問題点が指摘 されている。
第一の問題点は,そ の拘東力である。特定歴史公文書等ガイ ドラインは,
国立公文書館等が利用等規則を定めるに当たっての 「規定例を示すととも
く　　　
に,留意事項として実務上の留意点について記 したもの」である。その内
容は,総則,保 存,利 用,廃 棄,研 修,雑 則の計6章 からなってお り,規
く　の
定例のみならず詳細な留意事項が記されている。特定歴史公文書等ガイ ド
ラインは,法 律か らの委任のない,文 字通 りガイ ドラインである。 しか し
なが ら,その事実上の拘束力は非常に強いものがあるようである。例えば,
独立行政法人等公文書館の指定 を受けた京都大学大学文書館の西山伸教授
は,「このガイ ドラインの項 目や留意事項は,文 書館整備 のための単 なる
目安ではない。利用等要項作成 をめ ぐるや りとりや,内 閣府による実地視
察における議論の中で,こ れらの項目や留意事項通 りに整備を行 うよう強
い指導があった。今回指定を受けた各施設の 『利用等規則』が,皆 ガイ ド
ラインの作成例 とほとんど同じになっているのが,そ の何 よりの証拠であ
く　の
る」 と述べている。 この指導は,い わゆる行政指導であ り,国立公文書館
等への指定 を希望する独立行政法人等に対 して法的拘束力を持つものでは
ないが,保 存期間が満了 した法人文書の廃棄 を避け,自 ら特定歴史公文書
等 を保存 し,利用 に供 したい と考える独立行政法人等 との関係で,「あ く
までも相手方の任意の協力によってのみ実現されるものであることに留意」
(行政手続法32条1項)して行われた ものといえるか,疑 問な しとは しな
い ○
第二の問題点は,特 定歴史公文書等ガイ ドラインが要求する,文 書を受
け入れるための措置の水準が高度す ぎることにある。特定歴史公文書等ガ
イ ドラインB-1及びB-2は,行政機 関 ・独立行政法人等か ら移管 されて
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くる歴史公文書等及び私人等から寄贈 ・寄託 された歴史公文書等の保存に
つき,① くん蒸その他の保存に必要な措置,② 識別番号の付与,③ 利用制
く　　ラ
限事由該当性に関する事前審査,④ 目録の作成といった処置を施 した上で,
「原則 として受入れから1年以内に排架 を行 うものとする」 としている。
これ らのうち,実務上特に問題視 されているのは,④ である。
く　ヨ　
「平成23年度公文書等管理状況」78頁によれば,国 立公文書館等のうち,
民間その他の団体からの寄贈 ・寄託を受けたのは国立公文書館,名 古屋大
学(名 古屋大学大学文書資料室),京都大学(京 都大学大学文書館),神戸
大学(神 戸大学附属図書館大学文書史料室)の4施 設である。そして,そ
れぞれが受け入れた件数は,国 立公文書館:llO件,名古屋大学:3,288件,
京都大学:4,371件,神戸大学:264件である。一見 して,独 立行政法人等
く　　
公文書館が受け入れる寄贈 ・寄託文書が多いことが分かる。このデータは,
「同じ国立公文書館等であっても,国立公文書館などと異なり,大学アー
く　の
カイブズは所蔵資料全体 に占める個人 ・団体文書の割合が高い」 との指摘
を裏付けていると解 されよう。
行政文書 ・法人文書 については,原 則 として現用段階で分類,名 称付与
が済んでいるため(公 文書管理法5条1項 ・3項,ll条1項・2項),そ
く　　　
れが適切になされていることを前提 とすれば,④ 目録の作成の手間は大幅
に低減される。そのため,「原則として受入れから1年以内に排架を行う」
という特定歴史公文書等 ガイ ドラインの要求は,そ れほど厳 しいものでは
ない とも考えられる。これに対 して,寄 贈 ・寄託文書については,「個別
の文書群によって数量 も形態 も保存状況 も全 く異なる寄贈 ・寄託文書を,
(筆者注:行 政機関 ・独立行政法人等か らの受入文書 と)同 一の基準で整
理させ,排 架させ ようとするのは通常の体制では無理な注文であると言え
く　の
る」 との指摘がなされてお り,傾聴に値 しよう。
筆者は,1974(昭和49)年度に宮内庁から国立公文書館 に移管 された,
極東国際軍事裁判関係の資料の目録作成業務 に一部携わった経験があるが,
64のダンボール箱に入っていた資料の目録作成に,2000(平成12)年1月
く　　ラ
か ら2002(平成14年)12月まで,実 に3年 近 くの期 間 を要 した。予 算 ・人
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員の確保ができれば,寄 贈 ・寄託文書について も 「原則 として受入れか ら
1年以内に排架」することは可能か もしれないが,そ のような状況にある
独立行政法人等は限られているであろう。そのため,こ れが独立行政法人
等公文書館の指定を受け控える要因の一つとなり,結果として歴史公文書
等の紛失 ・散逸 ・廃棄 につながってい く可能性は否定できないであろう。
第三の問題点は,特 定歴史公文書等ガイ ドラインが要求する保存環境の
水準が高度す ぎることにある。同ガイ ドラインB-4(2)は,特定歴史公文
書等を保存す る専用の書庫 について,「温度,湿 度,照 度等 を適切に管理
するとともに,防犯,防 災,防 虫等のための適切な措置を講ずるもの とす
る」 としている。 この温度湿度管理や防災等の措置 に関 しては,「所蔵す
る特定歴史公文書等の種類,量,館 の置かれた環境等 により異なるため,
具体的な数値や方法 をガイ ドラインで指定することはしていないが,そ れ
ゆ ラ
それの館の事情を踏 まえて適切に行う必要がある」 と説明されている。
「それぞれの館の事情を踏まえて」 とされてはいるものの,特 定歴史公
文書等ガイ ドライン8頁では,国 立公文書館 における書庫環境整備状況等
が 「例えば」として記載されている。そこでは,温度22℃,相対湿度55%,
紫外線除去 された蛍光灯の使用,イ ナージェンガス等 による自動消火設備
の設置,排 気を出さない高性能フィルターを使用 した掃除機による週一回
の全書庫のクリーニングが例示 されている。また,内 閣府公文書管理課か
ら国立大学法人に発送 されたという 「国立大学法人からの質問事項」では,
国立公文書館等に指定 される施設の設備,人 員体制について 「施設の設備
としては,受 付窓口が整備されていること,専用の閲覧スペースが設けら
れていること,専用の書庫(特 定歴史公文書等を永久保存するための温湿
度管理,清 掃等がなされている必要)等 が整備 され,人 員体制については
りの
専任の職員が配置 されていることなどがあげられる」 とされている。
いずれについても,相応の予算措置が必要となるのは明らかである。 し
か しながら,「国立大学法人からの質問事項」では,「公文書管理法 を所管
く　　
する内閣府では,特段の予算措置は考えていない」 とされている。この点
につ き,京都大学大学文書館の場合は,「たまたま新書庫 の建設 と重 なっ
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たため,予 算や工法上の問題が比較的スムーズに処理できたが,経 常的な
くヨ　　
経費 によるならばこのような整備は不可能であったといって過言ではない」
との指摘がなされている。
(4)検討
以上,公 文書管理法2条3項 が定める 「国立公文書館等」を巡る問題を
い くつか挙げて きたが,こ のような問題はなぜ生 じているのであろうか。
この点については,特 定歴史公文書等ガイ ドラインが 「国立公文書館 を念
頭 に置いて作成されたものであ り,独立行政法人や国立大学法人等のこと
くヨヨ　
は考慮 されていない」,独立行政法人等公文書館への公文書管理法の ミス
マ ッチは,同 法が 「国立公文書館のみを念頭 に作 られたためであると考え
く　ラ
られる」,「『理想』からの偏差で現実を判断 し,裏付け(財 政的な)と 計
画性(『理想』への段階的な発展計画)を 持たないまま,『理想』 を現実に
くヨの
しようとした手法に問題があったと言わざるを得ない」 といった,公 文書
管理法施行前か ら歴史公文書等の保存 ・利用 に従事 してきた者からの指摘
が,正 鵠 を射ていると考 えられる。これらを法的に敷桁すると,以下の よ
うになろう。
特定歴史公文書等ガイ ドラインが,上 述のような高いハー ドルを国立公
文書館等の指定に際 して要求 したのは,公文書管理法15条1項で 「永久保
存」が定め られていることによると考えられる。すなわち,「特定歴史公
文書等を永久保存 し得 る施設」でなければ,国 立公文書館等足 りえず,公
文書管理法施行前における我が国において,特 定歴史公文書等を永久保存
していたのは国立公文書館であるか ら,国立公文書館 と同 じく特定歴史公
文書等を永久保存する施設たる国立公文書館等には,そ れと同じ水準を要
求すべ きとの思考が存在 していたと考えられるのである。
しか しながら,文書の永久保存 を定める法令 は,公 文書管理法15条1項
だけではない。例えば,不 動産登記規則28条によれば,「地図及び地図に
準ずる図面(閉 鎖 した ものを含む。)」(同条2号),「建物所在図(閉 鎖 し
たものを含む。)」(同条3号)の 保存期間が 「永久」 とされている。 また,
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土地改良登記規則3条2項,土 地区画整理登記規則4条2項,立 木登記規
則31条1号,木材統計調査規則16条1項・2項,特定放射性廃棄物の最終
処分に関する法律18条2項など,文書の 「永久」保存 を定める法令は多数
存在する。これ らの文書すべてについて,特 定歴史公文書等ガイ ドライン
と同じような管理がなされているとは思われない。
そ もそも,特定歴史公文書等ガイ ドラインを順守 したとしても,特定歴
史公文書等 を文字通 り 「永久」に保存することは,物 理的に不可能であろ
う。たとえ,国 立公文書館のような温度湿度管理等を施したとしても,そ
れは紙文書の劣化の進行 を遅 らせ るに役立つにとどま り,それを止めるも
くヨの
ので はない。 また,デ ジタル化 ・マ イクロ フィルム化 され た文書 であ って
も,ハ ー ドデ ィス ク を始め とする有体物 に記 録 されてい る以上,そ の物理
くヨの
的限界は存在する。つまり,公文書管理法15条1項が要求する 「永久保存」
は,一 種のフィクションであり,現在の科学技術水準からする 「目標」で
はあ り得ても,実現可能な 「義務」であると解することはで きないと思わ
れるのである。換言すれば,同項が要求する永久保存は,過 渡的な概念 と
しての永久保存であると解すべ きである。
しからば,公 文書管理法15条1項が要求する永久保存は,「で きる限 り
永久に」 という意味で解すべ きであろう。 この 「できる限 り」は,施 設の
置かれている状況に応 じて相対的なものである。なぜならば,国 立公文書
館 という独立行政法人国立公文書館 に置かれる施設,宮 内公文書館 ・外交
史料館 といった国の行政機関に置かれる施設,国 立大学法人を始めとする
独立行政法人等に置かれる施設では,予 算 ・人員 ・施設の状況 ・保存する
文書の種類等 といった前提条件がそれぞれ異なるため,「できる限 り」の
内容が異なって当然だからである。前提条件 を揃えるのであればともか く,
それがなされていない現状において,国 立公文書館 と同 じ保存水準 を他の
「国立公文書館等」 に一律に要求することは現実的ではない。
もちろん,国 立公文書館 と同等の特定歴史公文書等の管理 レベルを他の
国立公文書館等のすべてに要求することは,公 文書管理法16条1項が定め
る特定歴史公文書等 を利用する権利を確保 し,「国及び独立行政法人等の
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有するその諸活動を……中略……将来の国民に説明する責務」(同法1条)
を(で きる限 り)全 うできるようにするという意味では,合 理性 を持つ と
くヨ　　
解することがで きる。しか し,独立行政法人等公文書館が圧倒的に少なく,
法人文書の受入れに国立公文書館が消極的であるという現在の状況にかん
がみると,国立公文書館等 としての指定 を受 けるためのハー ドルを高 く設
定 したことは,法 人文書の紛失 ・散逸 ・廃棄 を招 く要因となってお り,か
えって公文書管理法1条 の目的を阻害 していると評価することができる。
国立公文書館 と同等の保存 レベルという 「100」を求めて,結 果 として法
人文書の紛失 ・散逸 ・廃棄 という 「0」を招 こうとしているのが,現 在の
状況であろう。
この問題 を解決する上で参考になると思われるのが,全 国歴史資料保存
利用機関連絡協議会(以 下 「全史料協」 という。)の調査 ・研究委員会が
提唱 している,ミ ニマム ・モデル,ゴ ール ド・モデルという考え方である。
全史料協は,1976(昭和51)年に発足 した,文 書記録 を中心 とする記録史
料 を保存 し,利用に供 している機関会員(文 書館,公 文書館,図 書館,歴
史資料館,自 治体史編 さん室,大 学資料室等)と,同 会の目的に賛同 して
入会 した個人会員で構成する全国団体である。全史料協調査 ・研究委員会
では,公文書管理法34条により地方公共団体 に課された文書管理に関する
努力義務のうち,歴 史公文書等に係る義務 を全国の地方公共団体が果たす
上では,公 文書館を設置することが必要 となるが,特 定歴史公文書等ガイ
ドラインと同等の保存 レベルを要求することは,厳 しい地方公共団体の財
政状況等にかんがみ現実的ではない と考え,ま ずは歴史公文書等 を廃棄か
ら救うためにミニマム ・モデル(公 文書館機能)を 備え,将 来的にゴール
ド・モデル(公 文書館的機能)を 目指す ことを提唱 している。本稿で述べ
た 「過渡的な概念 としての永久保存」を,そ れぞれの団体の置かれている
状況に応 じて求めるという点では,国 立公文書館等に要求される水準を再
ゆ ラ
検討する上で,参 考 になるものと思われる。
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2現 用文書の定め方(行 政文書 ・法人文書)
(1)一般に入手可能な文書
行政文書 ・法人文書の定義は,そ れぞれ,公 文書管理法2条4項,同 条
5項で定められているが,い ずれにおいても,「官報,白 書,新 聞,雑 誌,
書籍その他不特定多数の者に販売することを目的 として発行されるもの」
(以下 「販売目的文書」 という。)が除外 されている(公 文書管理法2条4
項1号,同 条5項1号)。 文言上,販 売目的ではない文書,す なわち,国 ・
独立行政法人等が作成 し,無料配布するパ ンフレット等は,行政文書 ・法
く　ラ
人文書に入ると解 されよう。
販売 目的文書が行政文書 ・法人文書か ら除かれ,公 文書管理法に基づ く
管理を受けないこととされた理由の一つとして,「行政機関が発行する官
報及び白書 については,国 立国会図書館法(昭 和23年法律第5号)に 基づ
き,国立国会図書館への納入が義務づけられ,同 図書館 において図書 とし
く　の
て適切に管理され,一般の閲覧に供されて」いることが挙げられている。
理論的にはそのようにいえるであろうが,国 立国会図書館への,い わゆる
納本制度の運用実績からすると,この理由は説得力を持たないと考 えられ
る。
納本制度 につ き定める国立国会図書館法10章及び11章によれば,国 の諸
機関及びそれ準ずる法人(同 法24条)並びに地方公共団体諸機関及びそれ
に準ずる法人(同 法24条の2)に は,当 該機関 ・法人により発行 された出
版物,又 は,当 該機関 ・法人のために発行 された出版物 を,そ の他の発行
者(同 法25条)には,自 らが発行 した出版物 を,国立国会図書館に納入す
ることが義務付けられている。
2005(平成17)年刊行の出版物 を対象 として,国 立国会図書館が2007
(平成19)年度に行ったサ ンプル調査の結果によれば,国 立国会図書館へ
の納入率は,取 次経由の図書が88%,自費出版の図書が67%,雑誌 ・新聞
が85%,音楽 ・映像資料が39%,市販されている政府刊行物が90%,市販
されていない政府刊行物が46%,地方自治体の刊行物が42%(最高94%,
最低9%)と なっている。また,大 学の出版物については,全体 として8
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割弱 という納入率であるものの,講 演会報告,調 査研究報告 といった非継
く　の
続資料の納入率が低い とのことである。すると,国立国会図書館への納入 ・
同館での利用可能性 に期待 し,販売目的文書 を公文書管理法に基づ く管理
対象か ら除外することは,一定割合の販売 目的文書の利用可能性 を奪うこ
とにつなが りかねないと評価できる。また,グ ローバル社会に突入 した今
日では,行 政機関 ・独立行政法人等の諸活動の参考 となった,販 売目的で
発行された海外書籍 ・文献等が多数存在すると考えられるが,そ れらにつ
いては納本制度の対象 とはなっていない。
確かに,販 売目的文書 ・海外書籍等については,そ の特定部分 を抜粋す
る形で行政文書 ・法人文書を作成する上で利用されるのがほとんどであろ
(43)
うと思われる。そのため,そ の全部を公文書管理法による管理の対象 とし
なくてもよいとの考え方には,確 かに一理あるようにも思える。しか し,
特定部分 を抜粋する形で作成 された行政文書 ・法人文書の妥当性 を検証 し
ようとする場合,不 適切 な引用 ・解釈がなされていないかを確認する必要
がある。そのためには,そ こで用い られている販売 目的文書 ・海外書籍等
を,「抜粋ではない形」で検証することが必要不可欠である。その意味で
は,少 な くとも,行政文書 ・法人文書に一部抜粋の形で利用された販売目
的文書 ・海外書籍等 については,「当該行政機関における経緯 も含めた意
思決定に至 る過程並びに当該行政機関の事務及び事業の実績を合理的に跡
　ラ
付 け,又 は検証することがで きるよう」(公文書管理法4条)に するため
に必要な文書として,行 政文書 ・法人文書 に含むことが望ましいのではあ
るまいか。また,販 売 目的文書 ・海外書籍等の一部が行政文書 ・法人文書
に含まれるとい うことは,そ れらが国立公文書館等への移管の対象になり
(45)
得 るという効果 も持つことになる。これにより,販売 目的文書 ・海外書籍
等 を特定歴史公文書等化することが可能 とな り,現在のみならず将来の国
民に対する説明責務が一段 と果 しやす くなろう。
② 歴史資料等保有施設
行政文書 ・法人文書の定義について,公 文書管理法は,それぞれ,行 政
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機関情報公開法 ・独立行政法人等情報公開法が定める行政文書 ・法人文書
(46)
の定義 と,平灰を合わせている。そ して,行 政文書 ・法人文書のいずれに
ついても,当該行政文書(法 人文書)の 「歴史的若 しくは文化的な資料又
は学術研究用の資料 として」の 「特別の管理」が,そ れぞれ,「政令で定
める研究所その他の施設」(公文書管理法2条4項3号),「 政令で定める
博物館その他の施設」(同条5項3号)た る歴史資料等保有施設でなされ
く　フ　
ていれば,行 政文書 ・法人文書から除かれることになる。
ところで,公 文書管理法上は,行 政機関の職員(独 立行政法人等の役員
又 は職員)が 作成 ・取得 し,組織的に用いるもの として保有 している文書
が,行 政文書(法 人文書)で あるとされている(同法2条4項 本文,5項
本文)。したがって,行 政機関(独 立行政法人等)に 属する歴史資料等保
有施設の職員(役 員)が 職務上作成 ・取得 した文書であって も,上 述の
「特別の管理」がなされていれば,そ れらは行政文書(法 人文書)で はな
い。そのため,当 該文書は国立公文書館等への移管の対象とならず,特 定
歴史公文書等に対する利用請求権の対象にもならないことになる。
歴史資料等保有施設 につ き,このような行政文書(法 人文書)か らの適
用除外が定められたのは,公文書管理法制定附則5条 による改正前の行政
機関情報公開法2条2項2号 がこれ と同様の定めを置 き,宮 内庁書陵部,
外務省外交史料館,防 衛庁防衛研究所図書館(史 料閲覧室)等 が保有する
文書を 「行政文書」から除外 していたこと,同 じく,公文書管理法制定附
則6条 による改正前の独立行政法人等情報公開法2条2項2号 もこれ と同
様の定めを置 き,独立行政法人国立公文書館の公文書館,独 立行政法人国
立文化財機構の博物館,国 立大学等の附属図書館,日本銀行金融研究所アー
カイブ等が保有する文書を 「法人文書」から除外 してきたという経緯に基
く　　　
ついている。
本稿で言及 した施設 としては,上 述の施設のうち,宮 内庁書陵部図書課
宮内公文書館,外 務省外交史料館,独 立行政法人国立公文書館の公文書館,
日本銀行金融研究所アーカイブが,公 文書管理法上の 「国立公文書館等」
となったのに対 して,宮 内庁書陵部図書課(図 書寮文庫),防衛庁防衛研
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究所図書館(資 料室)の 後身たる防衛省防衛研究所戦史研究センター(資
料室)は,公 文書管理法2条4項3号,同 法施行令3条1項 に基づ く歴史
資料等保有施設に,独 立行政法人国立文化財機構の博物館は,同 法2条5
項3号,同 法施行令5条1項1号 に基づ く歴史資料等保有施設になってい
る。つま り,公文書管理法施行前 までは同じく歴史資料等保有施設であっ
たものでも,同法施行後に国立公文書館等 となったものとならなかった も
のがあるのである。
繰 り返 しになるが,歴 史資料等保有施設の保有する文書は行政文書(法
人文書)で はないため,国 立公文書館等への移管対象 にならず,し たがっ
て公文書管理法16条1項の定める利用請求権の対象にはならない。つまり,
特定の文書が歴史資料等保有施設における 「特別の管理」下に置かれると
いうことは,特 定歴史公文書等利用請求権の射程範囲を画するという意味
ゆ ラ
を持つのである。
先ほど述べたように,行政機関(独 立行政法人等)に 属する歴史資料等
保有施設の職員(役 員)が 職務上作成 ・取得 し,組織的に用いるもの とし
て保有 している文書であって も,「特別の管理」がなされていれば行政文
書(法 人文書)と しての管理をしなくても良い。ここでいう 「保有」 とい
う概念は,当 該文書 を所持 していることをいい,所 持 とは,「物を事実上
支配 している状態をいい,当 該文書を書庫等で保管 し,又 は倉庫業者等を
して保管 させている場合にも,当該文書 を事実上支配(当 該文書の作成,
保存,閲 覧 ・提供,移 管 ・廃棄等の取扱いを判断する権限を有 しているこ
と。……中略……。)していれば,『所持』 に該当 し,保有 しているとい う
く　 　
ことができる」 と解 されている。
法的に見れば,国 ・独立行政法人等における文書の取得は,職員(役 員)
く　　
ではなく,法的主体たる国 ・独立行政法人等のみがなし得るはずである。
したがって,公 文書管理法は,取 得 した文書 につ き,当該文書の法的取得
主体(国 ・独立行政法人等)で はなく,事実上の取得(所 持)主 体 により,
行政文書(法 人文書)と して管理するか,歴 史資料等保有施設の文書 とし
て管理するかを分けているといえる。
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以上を前提 とすると,何 らかの文書を取得 した法的主体(国 ・独立行政
法人等)が,そ の管理 をどの施設で行わせるかにより,行政文書(法 人文
書)で あるか否かが左右されることになる。行政文書(法 人文書)は,行
政機関情報公開法 ・独立行政法人等情報公開法に基づ く開示請求の対象 と
なるのみならず,保 存期 間満了後 には国立公文書館等 に移管され,特 定歴
史公文書等 として永久保存され,公 文書管理法に基づ く利用請求権の対象
となり得るものである。これに対 し,歴史資料等保有施設の文書について
は,明 文で開示請求権 ・利用請求権を定める法律は存在 しない。そのため,
歴史資料等保有施設 は,「請求権に基づ く利用を避けるための施設」 とし
て用いられる危険性 を有 しているといえる。
もっとも,こ の点 に関 しては,歴 史資料等保有施設 においてなされてい
る 「特別の管理」の内容として,公 文書管理法施行令4条3号,6条3号
が定める事由以外での 「一般の利用の制限が行 われていないこと」が求め
られてお り,特に問題 にならないとの見解 もあ り得 よう。 しかしながら,
そのような見解を採るとしても,歴史資料等保有施設が保有する文書の利
用拒否につき処分性が認め られるか否か という問題がある。この問題は,
公文書管理法制定前 において問題 となっていた,国 立公文書館が保存する
文書の利用請求拒否 に処分性が認め られるか否か という論点 と共通性を有
すると解 されよう。当該論点については,処 分性を肯定する見解 と否定す
る見解があった ところであるが,公 文書管理法16条1項が利用請求権を明
ゆ ラ
記 したことにより立法的に解決 した。 しかしなが ら,歴史資料等保有施設
で管理 される文書については,立 法的解決が図られていないため,今 後,
検討の必要があろう。
なお,公 文書管理法施行令4条3号 ・6条3号 が定める利用制限事由を,
公文書管理法16条1項1号 ・2号と比較すると,前者の方が利用制限事由
が少ない。そのため,利 用請求権が明記 された国立公文書館等に移管され
るよりも,利用請求権が明記 されていない歴史資料等保有施設で保有 して
もらった方が,利 用者の立場からすると,利用の範囲が広が り望 ましい と
いう 「逆転現象」が生 じているように思われる点 も問題であろう。
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また,歴 史資料等保有施設で管理されている文書については,公 文書管
理法施行令4条3号,6条3号 が認める事由以外にも,著作権法上の利用
制限,具 体的には公表権(同 法18条),氏名表示権(同 法19条,90条の2),
複製権(同 法21条)との関係で利用制限が生 じると解 される点 も問題であ
る。紙幅の都合上,公 表権についてのみ若干の検討を加えることにする。
例えば,私 人が作成 した歴史的公共施設の未公表の設計図が,国 立公文
書館等で利用に供 されるケースを考えてみよう。この場合,当 該設計図が,
①行政文書が移管 されたものであるときには著作権法18条3項1号,② 法
人文書が移管されたものであるときには同項2号,③ 寄贈 ・寄託 された も
のであるときには同項4号 によって,公 文書管理法16条1項の規定により
国立公文書館等の長が当該著作物 を公衆に提供 し,又は提示することにつ
いて,原 則 として同意 した ものとみなされる(著 作権法18条3項柱書)。
そのため,国 立公文書館等においては,公表 について個別的な同意を得 ら
れていない著作物についても,公表権を侵害することな く利用に供するこ
とがで きる。ここで,公 文書管理法16条1項のみが示 されていることか ら,
歴史資料等保有施設が当該設計図を保有 している場合 には,公表について
るヨラ
著作者の許諾を求めなければならないこととなろう。
これに対 して,著 作権法18条3項3号 ・5号では,公 文書管理条例(地
方公共団体又は地方独立行政法人の保有する歴史公文書等の適切な保存及
び利用について定める当該地方公共団体の条例)に 基づき地方公文書館等
(歴史公文書等の適切 な保存及び利用を図る施設 として公文書管理条例が
定める施設)に 移管 された文書 を,公文書管理条例の規定(公 文書管理法
16条1項の規定に相当する規定に限る)に基づいて,地 方公文書館等の長
が当該著作物を公衆 に提供 し,又は提示することについて,原 則 として同
意 したもの とみなしている(著 作権法18条3項柱書)。ここでいう地方公
文書館等 をいかなるレベルのものとするかについては,特 定歴史公文書等
ガイ ドラインのようなものが存在 しないため,当 該地方公共団体が 「地方
公共団体又は地方独立行政法人の保有する歴史公文書等の適切な保存及び
利用について定める当該地方公共団体の条例」で,「歴史公文書等の適切
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な保存及び利用を図る施設」を定めればよい(同 項3号)。 そのため,特
定歴史公文書等ガイ ドラインの要求水準 を充たすことができず,国 立公文
書館等にはなれない歴史資料等保有施設 と同等の水準の施設であって も,
地方公共団体が条例で定めれば,公 表権 を侵害することなく当該設計図を
利用に供することができることになる。著作権法18条は,行 政機関情報公
開法 ・独立行政法人等情報公開法に基づ く開示請求権,公 文書管理法に基
づ く特定歴史公文書等の利用請求権 との関係で改正が重ねられてきたが,
現行の公文書管理法 を前提 とする限 り,歴史資料等保有施設 との関係で も
く　ラ
再度の検討が必要であると思われる。
3他 の法令 との関係
公文書管理法3条 は 「公文書等の管理については,他 の法律又はこれに
基づ く命令 に特別の定めがある場合を除くほか,こ の法律の定めるところ
による」 と定め,同 法が公文書等の管理に関する一般法であることを示 し
ている。公文書管理法の特別法に該当するものの例 としては,刑事確定訴
るの
訟記録法がある。
公文書管理法は,「健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源」
たる行政文書,法 人文書,特 定歴史公文書等 を管理することにより,「行
政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに,国 及び独立行政法
人等の有するその諸活動 を現在及び将来の国民に説明する責務が全 うされ
るようにすることを目的」 としている(同 法1条)。 そのため,同 法3条
により同法の管理対象から一定範囲の文書 を除外する特別法は,当 該目的
を果たすための別の制度が備えられているもの,又 は当該目的に優 る目的
に資するための ものである必要があろう。
本稿執筆時点では,「特定秘密の保護 に関する法律案の概要」(以下 「特
定秘密保護法案概要」 という。)しか公表 されてお らず,そ の詳細は不明
であるが,特 定秘密が記録されている文書が,公 文書管理法3条 によって
同法の適用除外 となることは避けるべ きである。
特定秘密保護法案概要によれば,行 政機関の長は,「別表に該当する事
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項(公 になっていない ものに限る。)であって,そ の漏 えいが我が国の安
全保障に著 しく支障を与えるおそれがあるため,特 に秘匿することが必要
であるもの を特定秘密 として指定」 し,「指定に係 る事項が記載された文
書に特定秘密の表示 をすることその他の当該事項が特定秘密である旨を明
らかにし,及 びこれを保護するために必要なもの として政令で定める措置
を講ず るものとする」(1頁)と されている。そのため,特 定秘密が記録
された文書の管理方法については,政令で定められると考えられる。法律 ・
政令の定められ方によっては,公 文書管理法3条 に該当するとして,特 定
秘密が記録 された文書の管理は,行 政機関の長に全面的に委ねられること
になりかねない。そして,2011(平成23)年8月8日の 「秘密保全のため
る　　
の法制の在 り方について(報 告書)」13頁では,「例えば」という留保付 き
ではあるが,「特別秘密 に係る文書 ・図画 ・物件の作成 ・取得,運 搬 ・交
付,保 管 ・利用,廃 棄 ・移管の手続及び方法」について保全措置 を講ずる
ことが適当であるとされている。この方向で法律 ・政令等が整備 されるの
であれば,特 定秘密が記録された文書は,や はり公文書管理法の適用を受
ゆ 　
けないということにな りそうである。
行政機関情報公開法5条3号 が規定するように,「国の安全が害 される
おそれ」のある情報 を,当該 「おそれ」が存在する限 りにおいて秘密にし
てお くこと自体は,正 当化できよう。 しかし,当該 「おそれ」は,時 の経
過により減少 してゆき,最終的には消滅するはずのものである。現在にお
いて 「おそれ」があるため開示することができない情報であっても,当該
「おそれ」が消滅 した将来において 「国民に説明する責務」(公文書管理
る　ラ
法1条)を 全 うさせることは可能である。それを可能にするためには,当
該文書が保存期間満了等 を理由として廃棄 されることな く,特定歴史公文
書等 として保存されることが必要である。 このような観点か らは,仮 に特
定秘密が記録された文書を公文書管理法の適用か ら除外するとしても,当
該文書 を確実 に国立公文書館等 に移管 し,「おそれ」がなくなったのちに
利用させる制度が整えられるべ きであるといえる。
このような視点から参考になるのが,逗 子市情報公開条例である。逗子
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市情報公開条例では,同 条例5条2項1号 から4号 に掲げる非公開情報が
記録されていることを理由として非公開とされた情報(同 条例3条1項)
について,「非公開 とされた年度の翌年度から起算 して20年を経過 した も
のは,そ の時点で情報公 開請求がない場合であっても,当該情報 を1年 間
公表するものとする」 と定めている(同 条例6条 の2第1項,第2項)。
また,そ の時点でも個人の権利 ・利益 を侵害する情報 については,な お
「公表 しないことがで きる」 としつつ も,当 該個人情報については,「非
公 開とした年度の翌年度か ら起算 して50年を経過するまで10年ごとに公表
の可否について判断を行 うものとする」 としている(同 条例6条 の2第1
項)。公開請求があってか ら20年以上が経過 した情報について,公 開の可
否の判断をするということは,当 該文書が保存 され続けていることを意味
しよう。
特定秘密保護法制 において 「特定秘密」 とされた文書については,当 該
文書に係る説明責務 を全 うさせるため,逗 子市における個人情報が記録さ
れた文書のように,い つか公開できる日が来るまで保存 し続ける制度が必
要である。
補論
本稿校正中の2013(平成25)年12月6日,特定秘密の保護に関する法律
(以下 「特定秘密保護法」 という。)が成立 し,同月13日に公布された。
同法は,「我が国の安全保障(国 の存立 に関わる外部か らの侵略等 に対
して国家及び国民の安全 を保障することをいう。以下同じ。)に関する情
報のうち特 に秘匿することが必要であるものについて,こ れを適確 に保護
する体制 を確立 した上で収集 し,整理 し,及 び活用することが重要である
ことに鑑み,当 該情報の保護に関 し,特定秘密の指定及び取扱者の制限そ
の他の必要な事項を定めることにより,その漏えいの防止を図り,も って
我が国及び国民の安全の確保に資することを目的 とする」ものである(同
法1条)。ここでいう 「情報」が,「行政機関の職員が職務上作成 し,又 は
取得 した文書」(公文書管理法2条4項 本文)に 記録 されていれば,当 該
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情報は公文書管理法 にいう行政文書に該当する。 したがって,特 定秘密保
護法及びその委任 を受けた政令等 において,「情報」の 「収集」「整理」
「活用」のための 「必要な事項」を定めることにより,公文書管理法3条
にいう 「特別の定め」 をなし,同法の適用除外 とする余地がある。
もっとも,特定秘密保護法を見 る限 りにおいて,当 該 「特別の定め」に
該当するような具体的な規定は見当たらないため,当 該 「情報」が記録さ
れた行政文書については,基本的に公文書管理法の適用があると解するこ
とがで きる。このことは,衆議院における修正で追加 された特定秘密保護
法4条6項 が,秘 密指定の有効期間の延長 を通算30年を超えてするために
同条4項 によって要求される内閣の承認 を得 られなかった行政文書 ファイ
ル等を,公 文書管理法8条1項 の規定に関わらず 「これを国立公文書館等
(同法第2条 第3項 に規定する国立公文書館等 をいう。)に移管 しなけれ
ばならない」と規定 したことにより,明確 になったといえよう。その意味
では,本稿で危惧 していた,特 定秘密が記録 された文書が,全 面的に公文
書管理法の適用除外 となるという事態は避けられている。
しか しながら,特定秘密が記録 された行政文書ファイル等について,現
在及び将来における説明責務を全 うさせるための制度が完全には確保され
ていない点は,問 題である。
上述 したように,特 定秘密保護法4条6項 は,同条4項 によって要求さ
れる秘密指定の有効期間延長に係 る内閣の承認を得 られなかった行政文書
ファイル等 については,国 立公文書館等への移管義務 を定めている。この
規定か らすると,同項の適用を受けない行政文書ファイル等,す なわち,
秘密指定の有効期間が30年以下であるもの,内 閣の承認を得て秘密指定の
有効期間が30年を超えて延長 された ものについては,国 立公文書館等へ移
管されず,保 存期間満了を理由として廃棄 される可能性が残されているこ
とになる。例 えば,秘 密指定の有効期間と当該秘密が記録されている行政
文書ファイル等の保存期 間が一致 し,かつ,保 存期間満了後の措置が 「廃
棄」 とされて しまえば,行 政機関情報公開法 ・公文書管理法に基づ く開示
請求 ・利用請求の機会を国民に与えることな く,当該行政文書ファイル等
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を闇か ら闇へと葬 り去 ることが制度的には可能である。
このような事態を避けるために,特 定秘密が記録 された行政文書 ファイ
ル等については,国立公文書館等への移管 を法律で義務づけることが考え
られる。 もっとも,これについては,特 定秘密が記録 された行政文書ファ
イル等が,常 に 「歴史資料 として重要な公文書その他の文書」(公文書管
理法2条6項)に 該当するとは言い切れないため,そ のすべてを国立公文
書館等 において 「永久に保存」(同15条1項)させる必要はない との反論
が想定 される。例えば,特 定秘密保護法3条2項 が定める 「指定に関する
記録」は,い かなる情報を特定秘密 として指定 していたかという,時の行
政機関の長の判断 を示す ものであ り,「歴史資料 として重要」である可能
性が高いと考えられるが,特 定秘密 として指定された個々の文書について
は,そ の内容,同 一文書の存在の有無(特 定秘密保護法6条 により,特定
秘密が他の行政機関に提供された場合には,同 一文書が複数の行政機関に
存在することになると思われる)等 によって,「歴史資料 として重要」で
あるものと,そ うではない ものがあ り得るであろう。そこで,国 立公文書
館等に移管 されない,特 定秘密が記録された行政文書 ファイル等について
は,秘 密指定の有効期間満了後一定期間は保存期間を満了させないことを,
法律によって規定すべ きであると考える。 このような制度が整備 されれば,
国立公文書館等に移管 された特定秘密が記録 された文書は,公文書管理法
16条1項により,秘密指定の有効期間満了後一定期間保存されている文書
は,行 政機関情報公開法3条 により,利用 ・開示可能性が担保 されるため,
現在及び将来の国民 に対する説明責務を全 うすることが可能になろう。
また,公 文書管理法制との関係では,特定秘密保護法に罰則規定が置か
れたことが注 目される。同法23条以下では,特定秘密を洩らす行為,暴 行 ・
脅迫等 により特定秘密を取得する行為,そ れらの未遂,過 失,共謀 ・教唆 ・
煽動が刑罰の対象 とされ,最 大10年の懲役刑が定められている。ここで注
意すべ きは,同 法にも公文書管理法にも,特定秘密が記録された文書を保
存期間満了前に廃棄 した場合についての罰則規定が存在 しないことである。
確かに,刑 法258条には公用文書等殿棄罪が定められてお り,特定秘密
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が記録 された文書についても同条の適用がある。 しかし,① 同条は身分犯
として規定 されていないこと,②同条による刑罰の上限は懲役7年 であ り,
未遂,過 失犯の処罰規定がないこと,③特定秘密の指定の有効期間満了後 ・
指定の解除後,当 該秘密が記録 された文書の保存期間満了前であって も,
国民の目に触れさせずに直ちに廃棄 したいという思考が生 じかねない と考
えられることか らすると,刑法258条とは別に,罰 則規定を置 く必要があ
るのではなかろうか。
「我が国の安全保障に著 しい支障を与える」(特定秘密保護法3条1項)
特定秘密 を漏らす こと等 を,最大懲役10年という刑罰 もって防ぐのであれ
ば,「現在及び将来の国民 に説明する責務」(公文書管理法1条)を 全うで
きなくする,行 政文書 ファイル等 を法律が認める場合以外に廃棄する行為
等 を,刑法258条よりも重い刑罰をもって防 ぐ必要性が高いと考えるのは,
筆者だけであろうか。
4移 管 ・廃棄対象文書の決定(評 価 ・選別)
公文書管理法の特色の一つ として,レ コー ド・スケジュール制度が導入
されたことが挙げられる。 レコー ド・スケジュールとは,個 々の文書ごと
に,保存期間が満了 したときの措置,す なわち移管するか廃棄するかを予
ら　　
め決めてお くことである。具体的には,行 政機関の長 に,行政文書 ファイ
ル等について,① 保存期 間の満了前ので きる限 り早い時期に,保存期間が
満了 した ときの措置 を定めること(公文書管理法5条5項),② 保存期間
が満了したときに移管 し,又は廃棄することを義務づけること(同法8条)
により,レ コー ド・スケジュール制度が導入されている。法人文書 につい
ても,同法5条5項 に準ずることを要求する同法ll条1項,保存期間が満
了 した法人文書ファイル等を国立公文書館等 に移管 し,又 は廃棄すること
を義務づける同条4項 により,レ コー ド・スケジュール制度が導入されて
いると解 されよう。
レコー ド・スケジュール制度が導入される前,す なわち,公文書管理法
の全面施行前,歴 史公文書等の移管について定める法律 は,国立公文書館
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法であった。公文書管理法制定附則4条 による改正前の国立公文書館法下
では,同法15条1項・2項により,内閣総理大臣は,歴 史資料 として重要
な公文書等 について,国 立公文書館 において保存する必要があると認める
ときは,当 該公文書等 を保存する国の機関と協議をして定めるところによ
り,その合意を得て,移 管を受けることができるとされ,こ れにより内閣
総理大臣が移管を受けた文書を国立公文書館 に移管する(同 条4項)と い
う制度 になっていた。そのため,「合意」がなされない限 り,内 閣総理大
臣ひいては国立公文書館 に文書が移管されることはな く,問題 となってい
た。
このような状況を受け,2008(平成20)年ll月4日の公文書管理の在 り
方等に関する有識者会議最終報告 「『時 を貫 く記録 としての公文書管理の
在 り方』～今,国 家事業 として取 り組む～」(以下 「有識者会議最終報告」
という。)は,「移管 ・廃棄の是非 について,よ り適切かつ効率的に判断で
きるよう,移管 ・廃棄基準の具体化 ・明確化 を図 り,移管基準に適合する
ものについては,原則移管 とするとともに,公 文書管理担当機関の判断を
く　 　
優先する仕組みを確立する」 との具体的方策を示 した。これを受け,公 文
書管理法では 「行政機関の長は,保 存期間が満了 した行政文書ファイル等
について,第5条 第5項 の定めに基づ き,国立公文書館等に移管 し,又 は
廃棄 しなければならないとし((筆者注:8条)第1項),レ コードスケジュー
ルに関する規程(第5条 第5項)と 相まって,歴 史資料 として重要な行政
文書ファイル等は全て移管する仕組みを導入することとした」 とされてい
く　の
る。これは,あ たかも有識者会議最終報告書の要請を満たすように立法化
をしたかのような説明であるが,正 確には,そ の一部の要請 しか満た して
いないと考 えられる。
有識者会議最終報告が行政文書の移管 ・廃棄に関する主な問題点として
挙げているのは,①各府省 と内閣府(国 立公文書館)が 合意しない限りファ
イルが移管されない仕組みであるため,各 担当課の判断が優先 され,内 閣
府(国 立公文書館)の 専 門的意見が尊重 されず,移 管が進まないこと,②
保存期間満了後に移管の是非を判断する仕組みであるため,最 も内容を熟
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知 していると考えられる当該ファイルの作成者が移管 ・廃棄の判断に関与
しないこと,③各府省からは,移 管基準の更なる具体化 ・明確化の要望が
く　　　
あること,といった3点 である(下 線は筆者 による。以下同じ)。そして,
有識者会議最終報告が示す解決の方向性は 「歴史的に重要な文書が確実に
移管されるよう,移管 ・廃棄の是非について,よ り早い時点において適切
かつ効率的に判断できるようにするとともに,公文書管理担当機関の専門
的意見が反映されるようにする」 ことである。「より早い時点において適
切かつ効率的に判断で きるようにする」 ことは,② ③の問題点に,「公文
書管理担当機関の専門的意見が反映されるようにする」 ことは,① の問題
点に対応するものと考 えられる。この解決の方向性を実現するための具体
的方策 として,有 識者会議最終報告で示されているのは,「移管 ・廃棄の
是非について,よ り適切かつ効率的に判断できるよう,移管 ・廃棄基準の
具体化 ・明確化を図 り,移管基準 に適合するものについては,原則移管 と
するとともに,公文書管理担当機関の判断を優先する仕組みを確立する」
ことであ り,よ り具体的には 「①各府省において,フ ァイル管理簿にファ
イルを登録する際,保 存期間満了時の移管 ・廃棄の扱いについて,公 文書
管理担当機関が定める統一的基準 に基づ き一次的な評価 ・選別を行 う,②
各府省の一次的な評価 ・選別の結果について,公文書管理担当機関がチェッ
クする,③ 各府省及び公文書管理担当機関の評価 ・選別の判断について,
文書管理に関する専門家(レ コー ドマネージャー,ア ーキビス ト等)が 適
切 にサポー トする仕組みとする」 ことである。
つまり,有識者会議最終報告では,移 管 ・廃棄の判断は,文書管理に関
する専門家の適切なサポー トの下における各府省での一次的な評価 ・選別
+公文書管理担当機関のチェック(二 次的な評価 ・選別)と いう二段階を
想定 していたのである。有識者会議最終報告の示 した公文書管理担当機関
は,「行政機関のみならず,立 法府や司法府か らの文書の移管も視野 に入
れた我が国全体の公文書管理に関するいわば 『司令塔』として,① 公文書
管理に関する法令等の企画 ・立案 ・調整,② 作成 ・保存 ・移管等の公文書
管理に関する基準の策定 ・改定 ③文書の延長 ・移管 ・廃棄への関与,④
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文書管理の実施状況の把握 と不適切な実態の是正,⑤ 移管を受けた文書の
保存 ・利用,⑥ 専門的知見を活用 した各府省 ・地方公共団体等の支援,⑦
国内 ・国外の関係機関との連携 ⑧人材育成 ・研修 ・研究等の幅広 く高度
な機能を担 うべ き」機関として構想されてお り,具体的には,国 立公文書
館 を,現在の独立行政法人から各府省や立法府 ・司法府からの円滑 な移管
が可能 となるような権限を持つ 「特別の法人」とすることにより,これに
く　ヨラ
充てることが提言 されている。しか しなが ら,公文書管理担当機関は設置
されず,内 閣総理大臣 ・公文書管理委員会が公文書管理担当機関に求め ら
れていた機能を一部果た しているに過 ぎないのが,現 在の公文書管理法で
ある。公文書管理法は,結 果 として,最 終報告が示 した解決の方向性の う
ち,「より早い時点において……中略……効率的に判断できるようにする」
ことのみを実現 し,「公文書管理担当機関の専門的意見が反映されるよう
にする」 ことを十分 に実現 しているとはいえない。 ことに,行政機関の職
員による移管 ・廃棄の判断を国立公文書館等が覆すこと,具 体的には,
「廃棄」 とされた行政文書を 「移管」 とすることが出来ない点は,大 きな
問題である。
確かに,公 文書管理法8条2項 では,行 政機関の長が保存期間の満了 し
た行政文書 ファイル等 を廃棄する上で内閣総理大臣の同意を要求し,そ の
同意を得 られない行政文書ファイル等について新たな保存期間及び保存期
く　　
間の満了する日を設定することを当該行政機関の長に要求 しているが,行
政機関の長が 「い らない」 と判断 した行政文書を,当 該行政機関に無理や
り保存 させ続けることに,い かなる意味があるのであろうか。業務上の必
要性 という積極的理由ではなく,廃棄が認められないという消極的理由に
基づ く保存期間延長の場合,当 該行政文書の管理に対する職員の意識は低
下せざるを得ず,そ の紛失,破 損 ・汚損が懸念されるであろう。
この行政文書ファイル等に係る内閣総理大臣の同意制度については,特
定歴史公文書等の廃棄 に係る内閣総理大臣の同意(公 文書管理法25条,29
条2号)に おけるような公文書管理委員会への諮問も義務付けられていな
いため,「本来的には,内 閣総理大臣ではなく,文書管理の専門家が専門
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的 ・中立的観点か ら判断するのが望ましいと考えられる」,「透明性の確保
と,よ り適切な公文書管理を確保する観点からは,い かなる公文書 を廃棄
するか,あ るいは保存するかについて,広 く国民の意見を聴取する仕組み
ゆ　
を制度 として取 り入れることが望 ましい」 といった指摘がなされている。
前者の専門家の判断の確保については,熊本県行政文書等の管理に関する
条例8条2項 が,公 文書管理委員会に類する組織からの意見聴取 を,鳥取
県公文書等の管理に関する条例9条2項 が,公 文書館の館長 との協議を義
務づけてお り,参考 になる。また,後 者の国民等の意見聴取制度について
　ラ
は,熊 本県で既に実施 されてお り,国において も参考 になろう。
公文書管理法の全面施行前から歴史公文書等の保存 ・利用に当たって き
た国立公文書館以外の施設においては,公文書管理法 により導入 された レ
コー ド・スケジュール制度 とは異なる,独 自の取 り組みがなされていた。
例 えば,京都大学では,保 存期間が満了 した法人文書 について,京都大学
大学文書館へ全面的に移管 し,大学文書館が当該文書 を評価 ・選別 し,保
く　の
存するもの ・廃棄するものを決定するという方法を用いていた。名古屋大
学大学文書資料室 も,公文書管理法の全面施行前には,資 料室が評価 ・選
く　　ラ
別を行っていた とのことである。この ような独 自の取組みは,公 文書管理
法が レコー ド・スケジュールを導入 し,移管 ・廃棄の決定権を行政機関 ・
独立行政法人等 という現用機関側 に与えたことにより,相当程度阻害され
ている。 これは,京都大学大学文書館,名 古屋大学大学資料室においては
(国立公文書館 のように),移管元機関の合意が得 られないことにより円
滑な移管が阻害されていたという立法事実が存在 しないにもかかわらず,
公文書管理法によって一律に 「国立公文書館等」 とされ,国 立公文書館 と
ゆラ
同一の規律 に服することとされたことの弊害であるといえよう。
このような現状は,オ ーダーメイ ド服 を着ていた(自 らの創意工夫の下
で歴史公文書等を管理 していた)大 学文書館等に,既 製服(国 立公文書館
の実態 を前提 とした 「国立公文書館等」)を無理や り着せたようなもので
あると評価できよう。公文書管理法は,法 人文書の管理に関する規律 につ
くフの
き,「それぞれの法人の法的性格,自 律牲 ・自主性に配慮する必要がある」
162(桃山法学 第23号'14)
との考え方をしているとされているが,そ の配慮は不十分であるといわざ
るを得ない。その意味では,「『国立公文書館等』に評価選別の主導権を原
則として付与 しつつ,そ の体制が整っていない場合には文書作成者に協力
くフの
して行なう,といった規定に改めることが望 ましいのではか と考える」 と
の主張は,大 いに傾聴 に値すると考える。
三 お わ り に
以上,公 文書管理法につき,① 組織の定め方(国 立公文書館等),②現
用文書の定め方(行 政文書 ・法人文書),③他の法令 との関係,④ 移管 ・
廃棄対象文書の決定(評 価 ・選別)の4点 につき検討 してきたが,同 法に
はその他にもいくつ もの問題点が存在すると思われる。紙幅が尽 きてしまっ
たため,詳細 は別稿 に譲 りたいと考えるが,主 なものとして以下の問題を
指摘することがで きる。
・特定歴史公文書等の利用制限事由の定め方:公 文書管理法16条1
項1号 イ及び2号 イにより利用制限がされる個人識別情報 につい
ては,同 条2項 により 「時の経過 を考慮」 しても文理的には個人
識別性が失われるわけではないため,プ ライバシー型 として規定
すべ きと考えられる点,行 政機関を除 く国の機関か らの移管文書,
寄贈 ・寄託文書の利用制限が,そ れぞれ,当 該国の機関との合意,
寄贈 ・寄託時に付された条件に依 らしめ られている点(同 条1項
3号 ・4号)
・利用の方法の定め方:公 文書管理法16条1項柱書は原本利用を原
則 としているが,原 本利用による当該文書の劣化 ・破損 ・汚損を
考 えると,一定の文書については複製物による利用を原則 とした
方が良い と考 えられる点
・国立公文書館等 となったことによる手数料(公 文書管理法20条)
く　　
増の問題
くフヨラ・公文書等の管理に関する専門職員の不在 ・養成の問題
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公文書管理法が様々な問題点 を抱えている要因の一つとして,ト ライ&
エラーの不足を挙げることができよう。思えば,行 政機関情報公開法の制
定の際には,地 方公共団体における情報公開条例の制定 ・運用を参考 とす
くフ　　
ることができた。 これに対 して,公 文書管理法が制定 された時点で存在 し
ていた公文書管理条例 は,宇土市 ・ニセコ町 ・大阪市の3つ のみであった。
公文書管理法施行後,公 文書管理条例が制定 されるようになってきた とは
いえ,ま だ20団体を超 えてはいない。公文書管理法,公 文書管理条例 はそ
の対象を異 にするとはいえ,国,独 立行政法人等,地 方公共団体,地 方独
立行政法人等といった公 に関する文書を管理するという意味において共通
性 を有する。国 レベル ・地方公共団体 レベルでの公文書管理法制の問題点
が共有され,双 方の発展 につながるようにするべ きであると考える。
公文書管理法制定附則13条1項は 「政府は,こ の法律の施行後5年 を目
途として,こ の法律の施行の状況を勘案 しつつ,行 政文書及び法人文書の
範囲その他の事項について検討 を加え,必 要があると認めるときは,そ の
結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」 と定めている。同項が定
める施行後5年 という目途は,2016(平成28)年に迫 っている。本稿が,
公文書管理法の見直 しの一助 とな り,また,地 方公共団体が公文書管理制
度を構想 ・改正する上での一助 となれば幸いである。
附記
この度退職を迎えられる寺田友子先生には,筆 者が研究者 としての第一
歩を踏み出した高岡法科大学への就職以来,公私にわた り大変お世話になっ
た。寺田先生と筆者の共通の恩師である故 ・南博方先生は常々 「行政の気
持 ちが分かる研究者 になりなさい」 と仰っていた。寺田先生にご紹介いた
だき,自 治体の各種委員,研 修講師を務められたことは,師 の教えを実践
する上で貴重な財産 となっている。ここに,改 めて感謝の意を表する次第
である。
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注
(1)こ のことか ら,同 法は 「現用文書 と非現用文書を包括 した公文書のラ
イフサイクル全体を対象 としたオムニバス方式の一般法」であると評価
されている。宇賀克也 『逐条解説公文書等の管理に関する法律 〔改訂版〕』
(第一法規 ・2011(平成23)年)10頁。
(2)公 文書管理法施行前の公文書等の管理に関わる問題点 については,高
橋滋 ・斎藤誠 ・藤井昭夫編著 『条解行政情報関連三法一 公文書管理法 ・
行政機関情報公 開法 ・行政機関個人情報保護法』(弘文堂 ・2011(平成
23)年)6頁 以下 〔高橋滋〕,宇賀克也 「公文書等の適切な管理,保 存
および利用」法曹時報57巻4号3頁 以下,同 「国民 と行政主体 との情報
共有の現状 と課題」 ひろば63巻4号6頁 以下 を参照 されたい。
(3)
(4)
(5)
(6)
の移管を受けることがで きるのは,
政法人国立公文書館の設置する公文書館に限定 されていることになる。
(7)も っとも,国 立公文書館 には,東 京都千代 田区の 「本館」,茨城県つ
くば市の 「つ くば分館」,東京都文京区の 「アジア歴史資料センター」
の3つ の施設が存在 しているとの ことである(国 立公文書館HP「 独立
行 政法人国立公文書館の概要」<http:〃www.archives.go.jp/information/
pdf/gaiyou.pdf>(参照2013(平成25)年11月4日))。アジア歴史資料セ
ンターは,国 立公文書館,外 務省外交史料館,防 衛省防衛研究所戦史研
究センターが保管するアジア歴史資料の うち,デ ジタル化が行われたも
の(複 製物)を,パ ソコン画面上で提供する電子資料センターであると
いう性質から,公 文書管理法2条3項1号 にいう 「公文書館」ではない
とい う解釈 になるのであろうと思われる。 しか し,同法 に 「公文書館」
の定義規定 はな く,公文書館法4条1項 にい う 「公文書館」概念 による
として も,同項 は保存 ・閲覧 に供する文書 を原本に限定 していないため,
疑問が無いわけではない。
(8)国 立 公文 書館等 の一 覧 を示 す もの として,内 閣府 ウェブサ イ ト
<http://www8.cao.go.jp/chosei/koubun/about/kikan/kantou/kantou.html>
参照(参 照2013(平成25)年11月4日)。
(9)植 草泰彦 ・大磯一 「公文書等の管理に関する法律施行令について」 ジュ
リ1419号37頁。
公文書管理法5条2項 ・5項参照。
公文書管理法ll条2項参照。
宇賀 ・前掲注(1)46頁。
したがって,c.に 掲げた,行 政機関を除 く国の機関の歴史公文書等
「国立公文書館等」の うち,独 立行
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(10)「公文書管理法 の適用対象法人(独 立行政法人等)一 覧 平成24年4
月1日 現在」内閣府 ウェブサイ ト〈http:〃www8.cao.go.jp/chosei/koubun/
about/kikan/houjintou.pdf>(参照2013(平成25)年ll月4日)で は,独
立行 政法 人:102法人 となってい るが,平 和祈念事業特別基金 が2013
(平成25)年4月1日 に,海 上災害防止センターが同年10月1日に解散
しているため,本 稿執筆時点では,独 立行政法人:100法人,計204法人
となる。
(11)更にい うならば,国 立公文書館だけではなく,行 政機関公文書館,他
の独立行政法人等公文書館に移管することも理論的には可能である。 もっ
とも,行 政機関公文書館,独 立行政法人等公文書館 は,そ の設置組織 に
関係する特定歴史公文書等の保存 ・利用にあたる施設であることか ら,
他の独立行政法人等の法人文書の移管 を受 けることは,基 本的にないと
思われる。
(12)内閣府 ウェブサ イ ト〈http:〃www.cao.go.jp/yosan/pdf/process25_siryo_
koubunnsyokan1.pdf>(参照2013 平成25)年11月4日)参照。同ウェ
ブサイ トでは,2013(平成25)年3月時点での,ア メリカ,イ ギリス,
フランス,オ ース トラリア,韓 国の国立公文書館の職員数 施設総床面
積,排 架延長が示 されてお り,独 立行政法人国立公文書館のコンパク ト
振 りが良 く分かる。
(13)村上淳子 「広島大学文書館 における 『国立公文書館等』の指定 に係 る
対応 公文書管理法に基づ く政令指定の経緯及び提 出書類について
」広島大学文書館紀要13号31頁の注5。
(14)宇賀 ・前掲注(1)81頁。
(15)宇賀 ・前掲注(1)83頁参照。
(16)同様の懸念は,公 文書管理法8条2項 により,保 存期間が満了 した行
政文書 ファイル等の廃棄 について内閣総理大臣の同意が得 られず,保 存
期 間の延長措置が取 られた行政文書ファイル等 についても当てはまる。
(17)内閣府大 臣官房公文書管理課 「平成23年度における公文書等の管理等
の状況について」(2013(平成25)年2月 。以下 「平成23年度公文書等
管理状況」 という。)41頁。ちなみに,こ の9フ ァイルのうち4フ ァイ
ルが独立行政法人等(公 文書管理法2条2項)た る国立公文書館か ら,
国立公文書館等(同 条3項1号)た る国立公文書館 に移管 されたもので
あるため,独 立行政法人国立公文書館以外の独立行政法人等か ら国立公
文書館 に移管 されたのは,わ ずか5フ ァイルに過 ぎない。なお,平 成23
年度公文書等管理状況 は,内 閣府 ウェブサ イ ト<http:〃www8.cao.go.JP/
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chosei/koubun/houkoku/heisei23nendo_houkoku.pdf>(参照2013(平成25)
年11月4日)で 入手で きる。
(18)宇賀克也 「公文書管理法全面施行の意義 と課題」 ジュリ1419号27頁。
宇賀 ・前掲注(1)17頁。
(19)植草泰彦 「特定歴史公文書等の保存,利 用及 び廃棄に関するガイ ドラ
インについて」 ジュリ1419号50頁。
(20)特定歴 史公文書等 ガ イ ドライ ンは,内 閣府 ウェブサイ ト<http:〃
www8.cao.go.jp/chosei/koubun/hourei/hozonriyou-gLpdf>(参照2013(平
成25)年11月4日)で入手することがで きる。
(21)西山伸 「公文書管理法の問題点 国立大学法人の立場から 」 日
本史研究592号55頁。
(22)利用制限事由該当性に関する事前審査は,行 政機関 ・独立行政法人等
から受 け入れる文書 についてのみ要求されてお り(特定歴史公文書等 ガ
イ ドラインB-1(2)③),寄贈 ・寄託 された文書 には要求 されていない
(同B-2(2))。これは,寄 贈 ・寄託 された文書 については,公 文書管理
法16条1項4号 により,寄贈 ・寄託時に付 された条件による利用制限し
か認められていないため,当 該利用制限の範囲及び適用期間を定めれば
足 りるという考え方 によるものである。植草 ・前掲注(19)51頁の注2
参照。
(23)前掲注(17)参照。
(24)もっとも,同 じく独立行政法人等公文書館であって も,寄 贈 ・寄託の
件数が0で ある施設が6施 設ある。この うち,国 立大学法人の国立公文
書館等 については,公 文書管理法2条5項3号 ・同法施行令5条1項4
号の指定を受けた歴史資料等保有施設が寄贈 ・寄託文書 を管理 し,特 定
歴史公文書等 となることを避 けているものがい くつか存在する。歴史資
料等保有施設が抱える問題点 については,本 稿二2(2)参照。
(25)堀田慎一郎 「公文書管理法の施行 と大学 アーカイブズ 名古屋大学
の事例 を中心 に 」 国文学研究資料館紀要 アー カイブズ研 究篇8号
(通巻43号)50頁。
(26)ちなみに,「平成23年度公文書等管理状況」(前掲注(17))17頁によれ
ば,行 政文書 ファイル等の管理状況に係 る監査 において,「行政文書ファ
イル管理簿への登録が漏れていた」,「分か りに くい行政文書 ファイル名
が付与 されていた」,行政文書ファイル等の 「背表紙の記載の内容が行政
文書 ファイル管理簿の登録内容 と○.○:があった」 といった事態が明 らか
になっている。当該監査 は行政文書の管理 に関するガイ ドライン(2011
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(平成23)年4月1日 内閣総理大臣決定。2012(平成24)年6月29日一
部改正)の 第8で 定め られているものであるが,法 人文書の管理 につい
ては,同 様のガイ ドラインが存在 しないため,監 査の実施は各独立行政
法人等の 自主性 に委ね られていると思われる。
(27)西山伸 「公文書管理法 と京都大学大学文書館」記録 と史料22号17頁。
(28)当該 目録作成作業の詳細については,庄 司孝 「宮内庁移管極東国際軍
事裁判関係資料 について 目録作成事業 を終了 して 」北の丸36号
22頁を参照されたい。なお,当 該文献 は,国 立公文書館デジタルアーカ
イブ〈http:〃www.digital.archives.go.jp/support/pdf/kaiteiban_kitanomaru36
gou_P22.pdf>(参照2013(平成25)年11月4日)で 入手する ことがで
きる。
(29)
(30)
(31)
(32)
(33)
植草 ・前掲注(19)51頁。
村上 ・前掲注(13)35頁。
村上 ・前掲注(13)35頁。
西山 ・前掲注(27)17頁。
管真城 『大学アーカイブズの世界』(大阪大学出版会 ・2013(平成25)
年)219頁。
(34)西山 ・前掲注(21)58頁。
(35)小池聖一 「公文書管理法における 『歴史公文書』と 『特定歴史公文書』
その生成過程 と問題点 」広島大学文書館紀要13号15頁。
(36)園田直子 「紙資料保存のための環境整備」 同編 『紙 と本の保存科学
〔第2版 〕』(岩田書院 ・2010(平成22)年)187頁では,(紙)「資料の
保存環境を整備することにより,資料が劣化す る速度を抑制することが
でき」 ると述べている。なお,紙 の有効寿命 と温度湿度 との関係 につい
て,国 文学研究資料館史料館編 『アーカイブズの科学 下巻』(柏書房 ・
2003(平成15)年)325頁以下 〔稲葉政満〕参照。
(37)複製を繰 り返せば,個 々のハー ドディスク等の耐用年数に依存するこ
とはな くなるが,そ こで保存 されているのは原本ではない。また,マ イ
クロフィルムについても,そ の推定寿命 は500年と考えられている。記
録媒体の期待寿命については,小 川千代子 ・高橋実 ・大西愛編著 『アー
カイブ事典』(大阪大学出版会 ・2003(平成15)年)253頁以下 〔金澤勇
二〕参照。
(38)野口貴久美 「記録管理の制度と実務一 一公文書管理法施行1年 を経て」
レコー ド ・マネジメン ト63号26頁では,国 立公文書館等の 「指定のハー
ドルは 『高い』 という受 け止め られ方 もあるようですが,個 人的には,
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国民の視点,利 用者の視点から,こ れらすべての施設において一定のク
オリティを伴 う利用サービスを受 けるための権利が確保 された とい うこ
とを積極的に評価すべ きと考 えてい ます」 と述べ られお り,一般論 とし
ては,ま さしくその通 りであると考える。
(39)ミニマム ・モデル,ゴ ール ド ・モデルの具体的内容については,全 史
料 協 の ウェ ブサ イ ト<http:〃www.jsai.jp/info2011/info20110919-5.pdf>
(参照2013(平成25)年11月4日)を参照 されたい。
(40)なお,国 立大学法人では,「不特定多数ではない者(例 えば学生や職
員)を 対象 とした,あ るいは不特定多数の者 を対象として も販売 を目的
としない刊行物 ・印刷物が多い」 との報告がある。これらは公文書管理
法2条5項1号 には該当 しないため,法 人文書であるとい うことになる
が,「一般には法人文書 として取 り扱 われていない」 との ことである。
堀 田慎一郎 「『国立公文書館等』 としての名古屋大学大学文書資料室一
公文書管理法 によって何が変わったのか 」名古屋大学大学文書資
料室紀要20号97頁。法制度 と実務の乖離を示す報告 として注 目される。
(41)『逐条解説公文書管理法 ・施行令 〔改訂〕』(ぎょうせい ・2011(平成
23)年)21頁,24頁。
(42)国立 国会 図書館 ウェブサ イ ト 「国内出版 物の納入率調査の結果」
<http:〃www.ndl.go.jp/jp/aboutus/deposit_02survey.html>(参照2013(平
成25)年11月4日)及び国立国会図書館月報566号10頁以下参照。
(43)逐条解説 ・前掲注(41)21頁参照。
(44)公文書管理法4条 は行政文書の作成 に関する条文であるが,同 法1条
の目的規定 と併せ考 えるならば,少 な くとも,こ こで引用 した部分につ
いては,取 得 した文書について も妥当する理念であると解するべ きと考
える。
(45)宇賀 ・前掲注(2)「公文書等」15頁は,公 文書管理法制定前の論考で
あるが,「白書等,市 販 される もの」や 「ポス ター,パ ンフレッ ト等の
広報資料」は,「政策の変遷を知 る貴重な資料 といえるので,こ れ らも
移管 されるような措置 を講ずる必要がある」 と述べている。ここにいう
「移管」は,公 文書管理法制定附則4条 による改正前の国立公文書館法
が定める 「移管」を指 しているが,公 文書管理法下における国立公文書
館等への移管について も妥当する指摘であると考えられる。
(46)行政文書 につき,公 文書管理法2条4項 と行政機関情報公開法2条2
項 を,法 人文書 につき公文書管理法2条5項 と独立行政法人等情報公開
法2条2項 を比較 されたい。
公文書管理法制の現状 と課題169
(47)公文書管理法2条4項3号 が 「研究所」を,同 条5項3号 が 「博物館」
を,そ れぞれ例示 として規定 しているのは,こ れ らに該当する既存の施
設の うち最多の ものが用い られたためである。宇賀 ・前掲注(1)53頁,
57頁。
(48)逐条解説 ・前掲注(41)22頁,24頁参照。
(49)なお,行 政機関情報公開法2条2項3号 ・同法施行令2条,独 立行政
法人等情報公開法2条2項3号 ・同法施行令1条 により,公 文書管理法
上の歴史資料等保有施設 は,行 政機関情報公開法 ・独立行政法人等情報
公 開法上の歴史資料等保有施設 と一致 している。そのため,特 定の文書
が歴史資料等保有施設における 「特別の管理」下に置かれるということ
は,行 政機関情報公 開法 ・独立行政法人等情報公開法に基づ く開示請求
権の射程範囲 をも画するという効果を持つ。
(50)逐条解説 ・前掲注(41)20頁。
(51)宇賀 ・前掲注(1)62頁は,国 立公文書館等 に寄贈 される文書 につ き
「寄贈の場合には,所 有権は国 または独立行政法人等に移転する」 と述
べ ている。この理は寄贈文書のみならず,私 人が行政機関や独立行政法
人等に提出 した文書 についても当てはまると解 されよう。
(52)学説の状況につ き,高 橋ほか ・前掲注(2)95頁〔友岡史仁〕参照。
(53)なお,著 作者が死亡 した後であっても,著 作権法ll6条1項に基づ き,
遺族による差止請求,損 賠請求等がなされる可能性がある。
(54)氏名表示権,複 製権について も,ほ ぼ同様のことがいえる。 もっとも,
当該歴史資料等保有施設が著作権法31条の適用 を受 ける図書館等である
ならば,少 なくとも,公 表された著作物の複製権 との関係では,問 題 は
生 じない ことになろう。
(55)宇賀 ・前掲注(1)63頁。
(56)秘密保全のための法制の在 り方 に関する有識者会議による。首相官邸
ウ ェブサ イ ト〈http:〃www.kantei.go.jp/jp/singi/jouhouhozen/housei_kaigi/
pdf/10110808_houkoku.pdf>(参照2013(平成25)年11月4日)で 入手
できる。
(57)高橋 ほか ・前掲注(2)35頁〔福井仁史〕は,公 文書管理法3条 にいう
「特別の定め」 となるための実質的要件 と形式的要件を挙げているが,
特定秘密保護法制がそれらの要件 を満たす形で定められることは十分 に
想定できる。
(58)極端 な例か もしれないが,元 冠の折の 日本側武士団の配備状況 につい
て,こ こにい う 「おそれ」が消滅 していることに異論はあるまい。
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(59)岡本信一 ・植草泰彦 『ガイ ドライ ン完全対応!改 訂Q&A公 文書管理
法』(ぎょうせい ・2011(平成23)年)10頁。
(60)有識者会議最終報告9頁 。同報告は,内 閣官房ウェブサイ ト〈http:〃
www.cas.go.jp/jp/seisaku/koubun/hokoku.pdf>(参照2013(平成25)年11
月4日)で 入手で きる。
(61)逐条解説 ・前掲注(41)45頁。同様の内容 を示す もの として,岡 本信一
「公文書管理 とアーカイブの新制度実施に向けた取組」 レコー ド・マネ
ジメント60号8頁,同 「公文書管理法の制定の意義 と施行後の課題につ
いて」 アーカイブズ48号17頁等がある。
(62)以下,有 識者会議最終報告 に関する記述 は,同 報告9頁 以下による。
(63)有識者会議最終報告20頁,21頁。
(64)なお,内 閣総理大 臣の同意 に相当する規定は,法 人文書の管理 につい
ては設 けられていない。 したがって,独 立行政法人等においては,法 人
文書 を作成 ・取得 した機関の判断のみで廃棄することが可能である。こ
の問題点を指摘するものとして,管 ・前掲注(33)199頁参照。
(65)右崎正博 ・多賀谷一照 ・田島泰彦 ・三宅弘編 『新基本法コンメンター
ル 情報公開法 ・個人情報保護法 ・公文書管理法』(日本評論社 ・2013
(平成25)年)476頁〔二関辰郎〕。後者については,宇 賀 ・前掲注(1)
104頁で も指摘 されている。
(66)熊本県における行政文書廃棄に際 しての住民の意見募集については,
同県 ウェブサ イ ト<http:〃www.pref.kumamoto.jp/soshiki/158/kekka25-
1.html>(参照2013(平成25)年12月6日)を参照されたい。
(67)西山 ・前掲注(27)14頁。
(68)堀田 ・前掲注(25)52頁。
(69)もっとも,京 都大学大学文書館,名 古屋大学大学資料室 ともに,公 文
書管理法,特 定歴史公文書等 ガイ ドラインの枠内で,旧 来の評価 ・選別
のノウハウを生かすことができるよう,工 夫 を凝 らしている。このため
の工夫 ・苦労については,西 山 ・前掲注(27)14頁,堀田 ・前掲注(40)94
頁を参照 されたい。
(70)
(71)
(72)
(73)
逐条解説 ・前掲注(41)53頁。
西山 ・前掲注(27)16頁。
西山 ・前掲注(27)15頁参照。
行政文書の管理につ き専門職員の不在を指摘するものとして,小 谷允
志 「記録管理の現状 と課題」 ジュリ1373号44頁参照。
(74)この点を指摘するものとして,宇 賀 ・前掲注(2)「現状 と課題」5頁
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